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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第35期
第３四半期
連結累計期間

第36期
第３四半期
連結累計期間

第35期
第３四半期
連結会計期間

第36期
第３四半期
連結会計期間

第35期

会計期間

自 平成21年
　 ４月１日
至 平成21年
　 12月31日

自 平成22年
　 ４月１日
至 平成22年
　 12月31日

自 平成21年
　 10月１日
至 平成21年
　 12月31日

自 平成22年
　 10月１日
至 平成22年
　 12月31日

自 平成21年
　 ４月１日
至 平成22年
　 ３月31日

売上高 (千円) 5,371,3225,337,9362,019,4401,996,1916,728,017

経常利益 (千円) 873,231863,739486,462461,645652,001

四半期（当期）純利益 (千円) 514,754410,866293,544255,603294,393

純資産額 (千円) － － 2,755,1752,765,2652,535,082

総資産額 (千円) － － 4,669,8464,427,5604,455,478

１株当たり純資産額 (円) － － 469.81 470.58 431.23

１株当たり四半期（当期）
純利益

(円) 84.03 71.21 48.49 44.30 48.71

潜在株式調整後１株当たり
四半期（当期）純利益

(円) － － － － －

自己資本比率 (％) － － 58.0 61.3 55.8

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 944,471648,773 － － 723,937

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △97,424△322,522 － － △149,870

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △251,967△340,195 － － △333,909

現金及び現金同等物の
四半期末（期末）残高

(千円) － － 1,240,728867,194884,866

従業員数 (名) － － 359 352 344

(注) １  当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２  売上高には、消費税等は含まれておりません。

３  潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている

事業の内容に重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

　
３ 【関係会社の状況】

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

　
４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成22年12月31日現在

従業員数(名) 352 (1,550)

(注)  従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は(　)内に当第３四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載してお

ります。

　

(2) 提出会社の状況

平成22年12月31日現在

従業員数(名) 195 (1,071)

(注)  従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は(　)内に当第３四半期会計期間の平均人員を外数で記載しておりま

す。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当社は、生徒に対して授業を行うことを主たる業務としておりますので、生産に該当するものはありま

せん。

　
(2) 受注実績

当社は、生徒に対して授業を行うことを主たる業務としておりますので、受注に該当するものはありま

せん。

　
(3) 販売実績

当第３四半期連結会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 金額(千円) 前年同四半期比(％)

学習塾事業 1,951,480 ―

その他 44,711 ―

合　　計 1,996,191 ―

(注) １　セグメント間取引については、相殺消去しております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

　

２ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結会計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動等

又は、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

　

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　

文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）

が判断したものであります。

　

(1) 経営成績の分析

当第３四半期連結会計期間におけるわが国経済は、政府の各種経済対策や新興国を中心とした輸出

や生産の増加等により、緩やかな景気回復が見られましたが、その一方で、円高やデフレの影響の懸念、

厳しい雇用・所得環境による個人消費の低迷等、景気は先行きが不透明な状況で推移しました。

　学習塾業界におきましても、子供手当等のプラス要因はあるものの、家庭内における教育費の抑制や

少子化による市場の縮小が続き、業界再編が激しさを増す中、生き残りをかけた競争がますます激化し

ております。

　このような状況の中で、当社グループは国内と海外に充実の教育ネットワークを展開する「ena」、

「マイスクールena」及び「進学舎」を中心として、講師が授業を通して生徒たちと本気で語り合える

教育環境を築き、特に地域性を重視した観点から、志望校対策講座・都立中高一貫校対策講座や個別指

導部の充実を図り、生徒・保護者様のニーズにきめ細かく応えることのできる学習指導に取り組んで

まいりました。

　新規出校につきましては、2010年12月に「ena」を13校舎（上井草、清瀬、小平、狛江、仙川、中野、成瀬、

西日暮里、八幡山、東伏見、ひばりが丘、本駒込、町田）開校いたしました。これら13校舎には、都立中高

一貫校対策コースが設置されております。また、ena渋谷は、従来の帰国生受験コース以外に都立中高受

験コース（都立中高一貫校対策コース、都立高校受験コース）を開講いたしました。これらの校舎は順

調にスタートすることができましたが、開校後間もないため、当第３四半期連結会計期間の売上高に大

きく貢献するには至りませんでした。今後、生徒数及び売上高の増加に貢献するものと期待しておりま

す。

　上記営業施策や、冬期講習会の成功、また、販売促進活動や校舎運営の効率性を一層高め、費用を全般

的に抑制することができたことにより、当第３四半期連結会計期間における当社単体の売上高、営業利

益、経常利益は、前第３四半期連結会計期間と比較して、大幅な増収、増益となりました。

　当第３四半期連結会計期間における子会社の経営成績につきましては、海外子会社（GAKKYUSHA U.S.

A.CO.,LTD.、GAKKYUSHA CANADA CO.,LTD.、GAKKYUSHA SINGAPORE PTE.LTD.）は、厳しい経済環境下で売

上高を減少させておりますが、営業努力と業務の効率化により収益性の維持を図っております。国内子

会社に関しましては、株式会社進学舎は売上高、利益が前第３四半期連結会計期間に及びませんでした

が、受験・教育ポータルサイトの運営を行う株式会社インターエデュ・ドットコムはコンテンツの充

実や営業力の強化により、前第３四半期連結会計期間と比較して、売上高、営業利益、経常利益が増収、

増益となりました。

これらの結果、当第３四半期連結会計期間の売上高は1,996百万円（前年同四半期比1.2％減）、営業

利益は465百万円（前年同四半期比4.0％減）、経常利益は461百万円（前年同四半期比5.1％減）、四半

期純利益は255百万円（前年同四半期比12.9％減）となりました。

　

① 学習塾事業

学習塾事業は、新規校舎の開校及び既存校舎の販売促進活動等により生徒数は順調に推移しており

ます。また、収益構造の改善を企図し、効率的な販売促進活動、校舎運営を進めてまいりました。

これらの結果、売上高は1,951百万円となりました。

　
② その他

インターネットによる受験情報の配信サービスは、サイト内容の充実や企画広告の宣伝収入等によ

り売上高が増加しました。また、効果的な費用削減を継続的に進めるとともに、拡大再生産を意識した

人員及び設備の増強を進めてまいりました。

これらの結果、売上高は44百万円となりました。

　

(2) 財政状態の分析
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（資産）

流動資産は、前連結会計年度末に比べて、16百万円減少し、1,192百万円となりました。これは、主とし

て現金及び預金、有価証券、商品、前払費用の減少、未収入金の増加等によるものであります。

固定資産は、前連結会計年度末に比べて、11百万円減少し、3,234百万円となりました。これは、主とし

て差入保証金、ソフトウエアの減少、有形固定資産の増加等によるものであります。

この結果、総資産は前連結会計年度末に比べて、27百万円減少し、4,427百万円となりました。

　
（負債）

流動負債は、前連結会計年度末に比べて、206百万円減少し、1,288百万円となりました。これは、主と

して未払金、短期借入金の減少によるものであります。

固定負債は、前連結会計年度末に比べて、51百万円減少し、374百万円となりました。これは、主として

長期借入金の減少、退職給付引当金の増加等によるものであります。

この結果、負債は前連結会計年度末に比べて、258百万円減少し、1,662百万円となりました。

　
（純資産）

純資産は前連結会計年度末に比べて、230百万円増加し、2,765百万円となりました。これは、主として

利益剰余金の増加、為替換算調整勘定の減少等によるものであります。

　
(3) キャッシュ・フローの状況の分析

当第３四半期連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年

度末に比べて、17百万円減少し、867百万円となりました。

当第３四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであ

ります。

　
（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動による資金の増加は、前年同四半期に比べて、59百万円減少し、458百万円となりました。

主な内訳は、法人税等の支払額、前受金の減少額、営業債権の減少額、営業債務の増加額等でありま

す。

　
（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動による資金の減少は、前年同四半期に比べて、49百万円増加し、76百万円となりました。

これは、主に有形固定資産の取得による支出、差入保証金の回収による収入、差入保証金の差入によ

る支出、有価証券の取得による支出等によるものであります。

　
（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動による資金の減少は、前年同四半期に比べて、93百万円増加し、129百万円となりました。

これは、主に短期借入金の純減少額、自己株式の取得による支出、配当金の支払額によるものであり

ます。
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(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変

更及び新たに生じた課題はありません。

　
［会社の支配に関する基本方針］

当社は、委員会設置会社の経営体制を基本としております。各委員会は、過半数が社外取締役で構成

されており、その独立性も確保されております。各委員会及び取締役会は、原則月１回開催し、指名・報

酬・監査の各委員会が取締役会と密接な連携を取ることで、取締役会の監督機能は強化されておりま

す。また、原則毎月開催される定期グループ経営会議では、意思決定の迅速化を意図し、執行役より各事

業部・管理部門との命令・指示・伝達も迅速に行える体制の組織構築を図っております。

社内規程の整備状況に関しましては、業務活動の合理性や効率性を考慮し、適宜見直しを行っており

ます。

内部管理体制につきましては、事業所である各校舎・管理部門等に係わるリスクに関して、それぞれ

の対応部署にて、必要に応じ指導・研修の実施、マニュアルの作成・配布等を行う体制としておりま

す。新たに生じたリスクへの対応が必要な場合には、代表執行役は全社に示達するとともに、対応責任

となる執行役と速やかに対策を定めることにしております。また、リスクが現実化し、重大な損害の発

生が予測される場合には、執行役は速やかに取締役会に報告することとしております。

　
(5) 研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　
　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第３四半期連結会計期間において、第２四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新

設、除却等について、重要な変更並びに重要な設備計画の完了はありません。

また、当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はあり

ません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 15,417,000

計 15,417,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間末現在

発行数(株)
(平成22年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成23年２月14日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 6,749,780 6,749,780
大阪証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
（スタンダード）

単元株式数は
100株であります。

計 6,749,780 6,749,780 ― ―

(注)  大阪証券取引所（ＪＡＳＤＡＱ市場）は、平成22年10月12日付で同取引所ヘラクレス市場及びＮＥＯ市場ととも

に、新たに開設された同取引所ＪＡＳＤＡＱに統合されており、同日以降の上場金融商品取引所は大阪証券取引

所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）であります。

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成22年12月31日 ― 6,749,780 ― 806,680 ― 243,664

　

(6) 【大株主の状況】

大量保有報告書の写しの送付がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりま

せん。

　

(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない
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ため、記載することができないことから、直前の基準日(平成22年９月30日)に基づく株主名簿による記載

をしております。

① 【発行済株式】

平成22年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

普通株式    980,000
― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式  5,767,70057,677 ―

単元未満株式 普通株式      2,080 ― ―

　発行済株式総数 6,749,780 ― ―

総株主の議決権 ― 57,677 ―

(注)　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式55株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成22年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数の
合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社学究社

東京都国立市東
一丁目４番地

980,000 ― 980,000 14.51

計 ― 980,000 ― 980,000 14.51

　

　
２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成22年
４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高(円) 580 582 600 600 619 603 596 584 713

最低(円) 537 543 571 580 571 573 561 563 580

(注)  最高・最低株価は、平成22年10月11日以前は大阪証券取引所(ＪＡＳＤＡＱ市場)におけるものであり、平成22年

10月12日以降は大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ(スタンダード)におけるものであります。
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３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりでありま

す。

(1) 執行役の状況

①　役職の異動

　

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

常務執行役 執行役 大 島    誠 平成22年７月１日

常務執行役 執行役 河 原 圭 一 平成22年７月１日

常務執行役 執行役 後 藤 高 浩 平成22年７月１日

　

②　新任役員

　

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(千株)
就任年月日

執行役 ― 喜 多 高 秀
昭和42年

８月９日

平成８年３月 当社入社

（注） ―
平成22年

10月１日

平成14年３月 当社中学部長就任

平成16年11月 当社中学部長兼教務部長就任

平成21年６月 当社小中学部長就任

平成22年３月 当社教務本部副本部長兼中学部

長就任

平成22年10月 当社執行役兼教務本部副本部長

兼中学部長就任(現任)

執行役 ― 高 橋 京 子
昭和56年

７月22日

平成16年４月 当社入社

（注） ―
平成22年

10月１日

平成20年８月 当社小中学本部副本部長就任

平成22年３月 当社教務本部副本部長兼小学部

長代理就任

平成22年10月 当社執行役兼教務本部副本部長

就任(現任)

(注)  執行役の任期は、就任の時から平成23年３月期に係る定時株主総会終結後最初に開催される取締役会終結の時ま

でであります。

　

③　退任役員

　

役名 職名 氏名 退任年月日

執行役 ― 藤 本 剛 功 平成22年８月31日
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第５ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前第３四半期連結会計期間(平成21年10月1日から平成21年12月31日まで)及び前第３四半期連結累

計期間(平成21年4月1日から平成21年12月31日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第３

四半期連結会計期間(平成22年10月1日から平成22年12月31日まで)及び当第３四半期連結累計期間(平成22

年4月1日から平成22年12月31日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間(平成21年10月1

日から平成21年12月31日まで)及び前第３四半期連結累計期間(平成21年4月1日から平成21年12月31日ま

で)に係る四半期連結財務諸表並びに当第３四半期連結会計期間(平成22年10月1日から平成22年12月31日

まで)及び当第３四半期連結累計期間(平成22年4月1日から平成22年12月31日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、海南監査法人により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 867,194 884,866

有価証券 28,250 35,972

商品 18,375 21,845

貯蔵品 844 1,767

前払費用 107,675 111,113

未収入金 89,540 74,383

繰延税金資産 32,837 32,936

その他 52,308 49,024

貸倒引当金 △4,275 △2,665

流動資産合計 1,192,751 1,209,244

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 2,241,508 2,152,064

減価償却累計額 △1,027,998 △975,058

建物及び構築物（純額） 1,213,510 1,177,006

機械装置及び運搬具 54,476 53,782

減価償却累計額 △43,178 △40,690

機械装置及び運搬具（純額） 11,298 13,091

工具、器具及び備品 474,529 426,335

減価償却累計額 △349,922 △317,747

工具、器具及び備品（純額） 124,607 108,588

土地 619,585 619,585

建設仮勘定 14,980 4,316

有形固定資産合計 1,983,981 1,922,589

無形固定資産

のれん 230,827 245,254

ソフトウエア 136,713 152,855

その他 205 228

無形固定資産合計 367,746 398,338

投資その他の資産

繰延税金資産 80,891 80,486

差入保証金 664,640 723,896

その他 194,623 186,633

貸倒引当金 △57,073 △65,709

投資その他の資産合計 883,081 925,307

固定資産合計 3,234,809 3,246,234

資産合計 4,427,560 4,455,478
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（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

短期借入金 100,000 200,000

1年内返済予定の長期借入金 80,000 104,400

未払金 230,327 340,686

未払費用 202,589 154,585

未払法人税等 238,950 220,588

未払消費税等 53,441 31,171

前受金 349,671 389,229

賞与引当金 10,634 26,115

その他 22,458 27,898

流動負債合計 1,288,072 1,494,675

固定負債

長期借入金 80,000 140,000

退職給付引当金 293,222 284,720

長期預り保証金 1,000 1,000

固定負債合計 374,222 425,720

負債合計 1,662,294 1,920,396

純資産の部

株主資本

資本金 806,680 806,680

資本剰余金 1,243,664 1,243,664

利益剰余金 1,165,756 927,984

自己株式 △423,199 △423,155

株主資本合計 2,792,901 2,555,173

評価・換算差額等

為替換算調整勘定 △77,783 △67,062

評価・換算差額等合計 △77,783 △67,062

少数株主持分 50,147 46,971

純資産合計 2,765,265 2,535,082

負債純資産合計 4,427,560 4,455,478
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年12月31日)

売上高 5,371,322 5,337,936

営業費用 3,617,444 3,579,158

営業総利益 1,753,878 1,758,777

販売費及び一般管理費

広告宣伝費 225,086 227,199

給料手当及び福利費 267,080 254,601

賞与引当金繰入額 5,763 6,972

退職給付費用 3,342 2,496

支払報酬 92,856 92,689

賃借料 56,743 64,806

租税公課 32,829 34,079

その他 202,767 206,053

販売費及び一般管理費合計 886,471 888,899

営業利益 867,406 869,878

営業外収益

受取利息 1,581 1,860

受取配当金 202 4

法人税等還付加算金 2,287 －

その他 6,418 8,303

営業外収益合計 10,490 10,167

営業外費用

支払利息 4,124 4,218

為替差損 108 11,189

その他 432 897

営業外費用合計 4,665 16,305

経常利益 873,231 863,739

特別利益

受取保険金 1,147 －

賞与引当金戻入額 7,884 －

貸倒引当金戻入額 3,210 6,202

その他 － 465

特別利益合計 12,242 6,668

特別損失

固定資産除却損 30,038 24,171

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 50,962

その他 － 3,025

特別損失合計 30,038 78,159

税金等調整前四半期純利益 855,435 792,248

法人税等 334,575 375,624

少数株主損益調整前四半期純利益 － 416,624

少数株主利益 6,105 5,757

四半期純利益 514,754 410,866
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：千円）

前第３四半期連結会計期間
(自 平成21年10月１日
　至 平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自 平成22年10月１日
　至 平成22年12月31日)

売上高 2,019,440 1,996,191

営業費用 1,226,604 1,201,192

営業総利益 792,835 794,999

販売費及び一般管理費

広告宣伝費 84,720 93,312

給料手当及び福利費 94,277 88,080

賞与引当金繰入額 － 1,350

退職給付費用 590 623

支払報酬 28,449 29,137

賃借料 20,668 25,638

租税公課 12,932 11,009

その他 66,786 80,809

販売費及び一般管理費合計 308,426 329,962

営業利益 484,409 465,037

営業外収益

受取利息 505 414

為替差益 1,217 －

その他 2,590 1,123

営業外収益合計 4,313 1,537

営業外費用

支払利息 1,247 1,255

為替差損 － 2,927

その他 1,012 747

営業外費用合計 2,260 4,929

経常利益 486,462 461,645

特別利益

賞与引当金戻入額 1,264 －

貸倒引当金戻入額 196 5,348

その他 － 465

特別利益合計 1,461 5,814

特別損失

固定資産除却損 16,985 14,922

その他 － 43

特別損失合計 16,985 14,965

税金等調整前四半期純利益 470,938 452,493

法人税等 174,505 194,354

少数株主損益調整前四半期純利益 － 258,139

少数株主利益 2,888 2,536

四半期純利益 293,544 255,603
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 855,435 792,248

減価償却費 110,071 127,474

のれん償却額 14,426 14,426

賞与引当金の増減額（△は減少） △42,035 △15,481

貸倒引当金の増減額（△は減少） △3,321 △6,994

退職給付引当金の増減額（△は減少） 4,752 8,501

受取利息及び受取配当金 △1,784 △1,864

支払利息 4,124 4,218

固定資産除却損 30,038 24,171

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 50,962

営業債権の増減額（△は増加） △5,817 △5,875

たな卸資産の増減額（△は増加） 9,560 4,138

営業債務の増減額（△は減少） 36,621 37,923

前受金の増減額（△は減少） 20,303 △39,557

前払費用の増減額（△は増加） 3,777 2,358

未払消費税等の増減額（△は減少） 10,370 24,460

その他 △9,166 △28,932

小計 1,037,356 992,179

利息及び配当金の受取額 1,043 1,543

利息の支払額 △4,924 △3,594

法人税等の支払額 △89,003 △346,245

法人税等の還付額 － 4,890

営業活動によるキャッシュ・フロー 944,471 648,773

投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の取得による支出 △24,852 △12,945

有価証券の売却による収入 － 18,050

関係会社出資金の払込による支出 － △11,965

有形固定資産の取得による支出 △101,003 △130,405

有形固定資産の除却による支出 △10,298 △13,714

無形固定資産の取得による支出 △1,545 △157,348

会員権の売却による収入 6,954 －

長期貸付金の回収による収入 5,343 3,793

差入保証金の差入による支出 － △27,288

差入保証金の回収による収入 27,978 19,598

その他 － △10,297

投資活動によるキャッシュ・フロー △97,424 △322,522

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 200,000 △100,000

長期借入金の返済による支出 △85,200 △84,400

自己株式の取得による支出 △233,646 △44

配当金の支払額 △130,901 △153,168

少数株主への配当金の支払額 △2,219 △2,582

財務活動によるキャッシュ・フロー △251,967 △340,195

EDINET提出書類

株式会社学究社(E04796)

四半期報告書

17/30



（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年12月31日)

現金及び現金同等物に係る換算差額 1,027 △3,727

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 596,106 △17,671

現金及び現金同等物の期首残高 644,621 884,866

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 1,240,728

※1
 867,194
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【継続企業の前提に関する事項】

当第３四半期連結会計期間(自 平成22年10月１日  至 平成22年12月31日)

該当事項はありません。

　

　
【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第３四半期連結累計期間

(自 平成22年４月１日  至 平成22年12月31日)

会計処理基準に関する事項の変更 (1) 「持分法に関する会計基準」及び「持分法適用関連会社の会計処

理に関する当面の取扱い」の適用

第１四半期連結会計期間より、「持分法に関する会計基準」(企業

会計基準第16号  平成20年３月10日公表分)及び「持分法適用関連

会社の会計処理に関する当面の取扱い」(実務対応報告第24号  平

成20年３月10日)を適用しております。

これによる損益に与える影響はありません。

 

　 (2) 「資産除去債務に関する会計基準」等の適用

第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基

準」(企業会計基準第18号  平成20年３月31日)及び「資産除去債務

に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第21号  平

成20年３月31日)を適用しております。

これにより、当第３四半期連結累計期間の営業利益及び経常利益

はそれぞれ5,751千円減少し、税金等調整前四半期純利益は56,713千

円減少しております。また、当会計基準等の適用開始による資産除去

債務の変動額は107,536千円であります。

 

　 (3) 「企業結合に関する会計基準」等の適用

第１四半期連結会計期間より、「企業結合に関する会計基準」(企

業会計基準第21号  平成20年12月26日)、「連結財務諸表に関する会

計基準」(企業会計基準第22号  平成20年12月26日)、「『研究開発

費等に係る会計基準』の一部改正」(企業会計基準第23号  平成20

年12月26日)、「事業分離等に関する会計基準」(企業会計基準第７

号  平成20年12月26日)、「持分法に関する会計基準」(企業会計基

準第16号  平成20年12月26日)、「企業結合会計基準及び事業分離等

会計基準に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第10号  平成

20年12月26日)を適用しております。
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【表示方法の変更】

当第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日  至 平成22年12月31日)

(四半期連結損益計算書関係)

「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第22号  平成20年12月26日)に基づき財務諸表等規則等の一部

を改正する内閣府令(平成21年３月24日  内閣府令第５号)の適用に伴い、当第３四半期連結累計期間では、「少数株

主損益調整前四半期純利益」の科目を表示しております。

　

当第３四半期連結会計期間
(自 平成22年10月１日  至 平成22年12月31日)

(四半期連結損益計算書関係)

「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第22号  平成20年12月26日)に基づき財務諸表等規則等の一部

を改正する内閣府令(平成21年３月24日  内閣府令第５号)の適用に伴い、当第３四半期連結会計期間では、「少数株

主損益調整前四半期純利益」の科目を表示しております。

　

　

【簡便な会計処理】

　

当第３四半期連結累計期間

(自 平成22年４月１日

  至 平成22年12月31日)

固定資産の減価償却費の算定方法   定率法を採用している固定資産については、連結会計年度に係る減

価償却費の額を期間按分して算定しております。

　

　
【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　

当第３四半期連結累計期間

(自 平成22年４月１日

  至 平成22年12月31日)

税金費用の計算   税金費用については、当第３四半期連結累計期間を含む連結会計年

度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的

に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算して

おります。

  ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合

理性を欠く結果となる場合には、法定実効税率を使用する方法によっ

ております。

  なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。
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【注記事項】

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間

(自 平成21年４月１日

  至 平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間

(自 平成22年４月１日

  至 平成22年12月31日)

※１  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

※１  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び現金同等物の四半期末残高1,240,728千円

は四半期連結貸借対照表上の現金及び預金残高と

一致しております。

現金及び現金同等物の四半期末残高867,194千円は

四半期連結貸借対照表上の現金及び預金残高と一

致しております。

　

　
　
(株主資本等関係)

当第３四半期連結会計期間末(平成22年12月31日)及び当第３四半期連結累計期間(自 平成22年４月１日

  至 平成22年12月31日)

　

１  発行済株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 6,749,780

　

２  自己株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 980,055

　

３  新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　

４  配当に関する事項

　(1)  配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成22年５月13日
取締役会

普通株式 利益剰余金 173,094 30平成22年３月31日 平成22年６月30日

　

　(2)  基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の

効力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

５  株主資本の著しい変動に関する事項

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。
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(セグメント情報等)

【事業の種類別セグメント情報】

　

前第３四半期連結会計期間(自 平成21年10月１日  至 平成21年12月31日)及び前第３四半期連結累計

期間(自 平成21年４月１日  至 平成21年12月31日)

全セグメントの売上高の合計、営業利益の合計額に占める学習塾事業の割合が、いずれも90%を超える

ため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。

　

【所在地別セグメント情報】

　

前第３四半期連結会計期間(自 平成21年10月１日  至 平成21年12月31日)及び前第３四半期連結累計

期間(自 平成21年４月１日  至 平成21年12月31日)

全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が、90％を超えるため、所在地別セグメント情報の記

載を省略しております。

　

【海外売上高】

　

前第３四半期連結会計期間(自 平成21年10月１日  至 平成21年12月31日)及び前第３四半期連結累計

期間(自 平成21年４月１日  至 平成21年12月31日)

海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。

　

EDINET提出書類

株式会社学究社(E04796)

四半期報告書

22/30



　

【セグメント情報】

　

１  報告セグメントの概要

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であ

り、取締役会が経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているも

のであります。

当社グループは、当社及び子会社の構成単位に分離された財務情報に基づき、商品・サービス別に区分し

た事業単位について、国内及び海外の包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。

したがって、当社は商品・サービス別のセグメントから構成されており、「学習塾事業」及び「その他」

の２つを事業セグメントとしております。「学習塾事業」は当社グループの主たる事業であり、国内及び海

外において学習塾を展開しております。また、「その他」はインターネットによる受験情報の配信サービス

にかかる事業であります。

なお、「その他」の事業セグメントの売上高、利益又は損失の額及び資産の金額がいずれもすべての事業

セグメントの合計額の10％未満であるため、報告セグメントを１つとしております。

　

２  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当第３四半期連結累計期間(自 平成22年４月１日  至 平成22年12月31日)及び当第３四半期連結会計

期間(自 平成22年10月１日  至 平成22年12月31日)

報告セグメントが１つのため、記載を省略しております。

　

(追加情報)

第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号  平成

21年３月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第20号

  平成20年３月21日)を適用しております。
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(金融商品関係)

金融商品の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい

変動がありません。

　

　

(有価証券関係)

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい

変動がありません。

　

　

(デリバティブ取引関係)

当社グループはデリバティブ取引を行っていないため、該当事項はありません。

　

　

(ストック・オプション等関係)

当社グループはストック・オプション等を行っていないため、該当事項はありません。

　

　

(企業結合等関係)

該当事項はありません。

　

　

(資産除去債務関係)

資産除去債務の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著

しい変動が認められません。

　

　

(賃貸等不動産関係)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

　

１．１株当たり純資産額

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

１株当たり純資産額 470円58銭 １株当たり純資産額 431円23銭

　

(注)  １株当たり純資産額の算定上の基礎

項目
当第３四半期
連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

純資産の部の合計額(千円) 2,765,265 2,535,082

普通株式に係る純資産額(千円) 2,715,118 2,488,110

差額の主な内訳(千円) 　 　

  少数株主持分 50,147 46,971

普通株式の発行済株式数(株) 6,749,780 6,749,780

普通株式の自己株式数(株) 980,055 979,978

１株当たり純資産額の算定に用いられた
普通株式の数(株)

5,769,725 5,769,802

　

２．１株当たり四半期純利益等

第３四半期連結累計期間

前第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
  至 平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
  至 平成22年12月31日)

　 　
１株当たり四半期純利益
 

84円03銭
 

１株当たり四半期純利益 71円21銭
　

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益について
は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益について
は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

(注)  １株当たり四半期純利益の算定上の基礎

項目
前第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
至 平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
至 平成22年12月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(千円) 514,754 410,866

普通株式に係る四半期純利益(千円) 514,754 410,866

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(株) 6,125,982 5,769,748
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第３四半期連結会計期間

前第３四半期連結会計期間
(自 平成21年10月１日
  至 平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自 平成22年10月１日
  至 平成22年12月31日)

　 　
１株当たり四半期純利益
 

48円49銭
 

１株当たり四半期純利益 44円30銭
　

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益について
は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益について
は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　
(注)  １株当たり四半期純利益の算定上の基礎

項目
前第３四半期連結会計期間
(自 平成21年10月１日
至 平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自 平成22年10月１日
至 平成22年12月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(千円) 293,544 255,603

普通株式に係る四半期純利益(千円) 293,544 255,603

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(株) 6,053,302 5,769,725

　

　
(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

　
(リース取引関係)

該当事項はありません。
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２ 【その他】

　

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成22年２月12日

株式会社学究社

取締役会  御中

　

海 南 監 査 法 人

　

代表社員
業務執行社員

　 公認会計士    溝   口   俊   一      印

　

代表社員
業務執行社員

　 公認会計士    古   川   雅   一      印

　

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社学究社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成

21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12

月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半

期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社学究社及び連結子会社の平成21年12

月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営

成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項

がすべての重要な点において認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成23年２月10日

株式会社学究社

取締役会  御中

　

海 南 監 査 法 人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    溝   口   俊   一      印

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    古   川   雅   一      印

　

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社学究社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成

22年10月１日から平成22年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年12

月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半

期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社学究社及び連結子会社の平成22年12

月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営

成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項

がすべての重要な点において認められなかった。
　

追記情報

四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更(2)に記載されているとおり、会社は第１

四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」及び「資産除去債務に関する会計基準の適用

指針」を適用している。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
　

以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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